
行政財産

国民の価値観の多様化、
働き方・家族のあり方の変化

人口減少・少子高齢化 脱炭素社会の実現

新しい生活様式の実践

行政財産に係る今後の方向性

① 国家公務員の職務遂行の能率性の確保及び国の事務の円滑な運営

行政財産は、職務遂行の能率性を確保し、国の事務の円滑な運営のために必要。そのため、望まれ
る職場環境の変化や居住者の要望も踏まえつつ、費用対効果の高い方法により、必要な対応を行う。

② 時代の要請に応じた有効活用

民間企業の手法等を取り入れながら、行政財産全体として、新たな社会的課題の解決に向けて取り
組む。

③ 国民共有の財産としての有効活用

可能な限り地域社会に開放する取組を進め、行政財産の有効活用を図る。

新型コロナウイルス感染症
デジタル社会の実現

行政財産を巡る社会経済情勢の変化

社会経済情勢の変化を踏まえた最適利用を図り、well-being（良好な状態）な行政財産を実現する。
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庁舎等の現状と今後の対応

○ 地方で、統廃合等により余剰スペースが生じる場合、入替調整等を図り、徹底した既存庁舎の活用を進めている。

○ 中央官衙地区及びその周辺では、権利床を庁舎として活用し、庁舎の不足解消に取り組んでいるが、狭隘状況は解消されていな
い。一方、民間企業でオフィス改革が進められた結果、庁舎における職場環境とは大きな差が開き、対応の検討が必要。

○ 脱炭素社会の実現といった新たな社会的課題に対する対応の検討が求められる。

○オフィス改革と庁舎の有効活用に向けた取組

○脱炭素社会の実現に向けた取組

➣ 庁舎の屋上や駐車場等を民間事業者等に使用許可し、太陽光発電設備の設置や電気自動車向け充電設備の設置等を後押し
する。その際、必要に応じて、使用許可制度の柔軟な運用、財務局等へのワンストップ相談窓口の設置等を検討する。

➣ 各財務局等では、活用可能な国有財産の情報発信等により、地方での脱炭素に向けた取組を支援する。

➣ 今後も、国が取得する権利床を活用するなど、庁舎の狭
隘解消を図る。

➣ 民間企業におけるオフィス改革を、中央省庁でも促進する
ことで、職場環境を改善し、庁舎利用の効率化を図る。

（注）中央省庁の一部では、オフィス改革に既に取り組
んでいるが、オフィスのあり方は、組織・職務等に
よって異なり、個々の状況を踏まえ、検討する。

➣ 財務省は、各省庁との取得調整等の機会を捉え、オフィ
ス改革の議論を促す。

＜総務省のオフィス改革の例＞

改革前の例 改革後の例

（出典）総務省

２．今後の対応

１．現状
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国家公務員宿舎の現状と今後の対応

○ 基本的な対応方針

➣ 答申を踏まえつつ、不動産市場の動向等を十分に考慮し、
若手職員を中心とした独身・単身赴任者向け宿舎やBCP用宿
舎の確保など、メリハリの効いた対応を行う。

➣ 既存宿舎の維持管理は、民間技術等も導入し、費用対効果
の高い方法により、計画的・効率的に行う。

➣ 居住者の視点にも配慮し、健康的な生活を営むものとするこ
とで、職務遂行の能率性確保という宿舎本来の目的を果たす。
また、地域貢献のため、周辺住民に活用できる整備を図る。

○ 若手職員を中心とした独身・単身赴任者向け宿舎の整備

➣ 国会対応、法案作成及び予算等の業務にあたる若手職員を
中心とした職員向けの宿舎を優先的に整備していくことを検
討する。その際、一般的な賃貸住宅等の仕様や、「職住近接」
などの時代のニーズも踏まえる。

➣ 宿舎の整備にあたっては、若手社員の人材育成の観点から
行われている民間の取組も参考とすることを検討。

○ 緊急参集体制の確保

➣ 災害等への対応力を高める観点から、中央省庁を中心と
した東京２３区におけるＢＣＰ用宿舎の確保を進める。

○ 老朽化への対応

➣ 可能な限り費用対効果の高い方法により機動的に改修工
事を行うことで、宿舎の改修などを計画的かつ効率的に進
める。

➣ 民間・公的賃貸住宅等の事例を参考に、効率的かつ効果
的なリノベーション手法の導入、工事内容や整備水準の標
準化、住戸規格の変更を伴うリノベーション手法の導入検
討を行う。

○ 新たな課題への対応

➣ 宿舎の一部などを活用したテレワーク環境の整備につい
て検討を進める。使用許可制度を活用しながら、民間事業
者等による脱炭素に向けた取組を後押しする。

１．現状

２．今後の対応

○ 地域ごとの宿舎の需給にミスマッチが生じていると見込まれることや災害等の際の業務継続体制
の確保のため、適切に宿舎を確保する必要があることなどが指摘されている（令和元年答申）。

○ 東京２３区は宿舎が著しく不足しており、宿舎確保が喫緊の課題。さらに、緊急参集要員のための
宿舎が不足している。

○ 躯体の老朽化・設備の陳腐化が多くみられるが、必要最小限の改修に留まっている。

○ テレワークなどの新しい働き方や「職住近接」などの時代のニーズ、脱炭素社会の実現などの新た
な課題にも対応する必要。

＜設備の陳腐化の例（浴室）＞

（出典）財務省
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